
太陽光発電 自然エネルギーの爆発的普及で
風力・小水力・バイオマスなど

地域・中小企業の仕事おこしを!!
動き出した太陽光発電補助金

地域工務店・電気店が連携してこそ
「仕事おこし」につながる

住宅リフォーム、小規模工事登録制…

１兆円プラスに１兆円プラスに
官公需の中小企業向け発注７割で
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　日本共産党は６月10日、衆
議院経済産業委員会に、政
府の「非化石エネルギー関連
２法案」に対する抜本的対案
＝自然エネルギーの爆発的普
及を図る修正法案を提出しま
した。

❶太陽光はじめ風力、小水
力、バイオマスなど全て
の種類の自然エネル
ギーを対象とする電力会
社による「固定価格買取
義務制度」を創設する。

❷設置者が10年程度で初
期投資を回収できるよう
公的助成を強める。

❸原発向けの電源開発促
進税などを見直して、消
費者の電気代の負担を
抑える。

❹自然エネルギーの「供給
目標」を国会承認事項と
し、国民参加を保障する。
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光
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０
０
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績
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語
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。　「官公需法」に基づく国と地方自治体の中小企業向け発注契

約額は、およそ２2兆円。現在65％の発注率を5％高めるだけで１
兆円の仕事確保に。分離・分割発注などで地元の中小・零細業
者への仕事づくりをすすめます。これに真っ向から逆行する自公
政府の大企業を利する「霞ヶ関一括調達」方式は許しません。

　日本共産党議員は、「地域の工務店や電気工事業者が連携してこ
そ太陽光発電の爆発的普及につながる」と国会で対策を提案してき
ました。
　太陽光だけでなく風力、小水力、間伐材利用のペレットストーブやバ
イオマスなど「小規模分散」、「地産地消」の自然エネルギーの普及
は、CO２削減、純国産のエネルギー供給だけでなく、地域中小企業の
「仕事おこし」と雇用を拡大する「一石四鳥」の効果があります。

　自公政権は、太陽光発電導入量でドイツはじめ世界各国に抜か
れ、大あわてで０５年度に打ち切った「住宅用太陽光発電設置補助
金」を今年復活させました。全国の自治体でも支援策を次々拡充。今
や地球温暖化対策として、太陽光など自然エネルギー（再生可能エネ
ルギー）の開発・普及は世界の流れとなっています。
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20202005

5600万kw

住宅用：1400万戸

2005年の約40倍

2005年の約20倍
2800万kw

140万kw
住宅約7割

非住宅約3割

住宅用太陽光
発電補助金開始

新たな買取制度の
実施
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